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第４章 人 事 管 理

第１節 教職員等の人事
１ 平成２１年度公立学校教職員定期人事異動方針
第１ 基本方針
教員採用選考試験等に係る贈収賄事件は教育行政に対する信頼を根底から失
墜させるものである。教育行政改革プロジェクトチームによる調査結果報告書
（平成２０年８月２９日）により、今回の事件の原因・背景として、選考制度の不
適切な運用、仲間意識・身内意識、県教委のチェック機能の欠如が指摘される
とともに、校長・教頭候補者選考試験の実態解明の中で、職員団体その他から
推薦リストや依頼を受けるなどの事実が明らかにされたところである。
県教育委員会は、これらの事実を真摯に反省するとともに、教育行政の根幹
ともいうべき教職員人事については、「人づくり」を担う人材の育成という使
命に基づき、適正かつ体系的な人事管理の確立に向けて、次の事項を基本に行
う。

１ 教職員人事に関しては、全県的な教育水準の維持向上と教職員の意識改革
を図るため、校長や市町村教育委員会の意見を尊重しながら、適材適所の人
事配置を行うとともに、広域人事を一層促進する。
２ 教員採用選考試験、管理職登用選考試験をはじめ、教職員人事作業の各段
階において、公正かつ適正な人事事務を執行する。
３ 教職員の意識改革を図るため、県教育委員会及び市町村教育委員会の事務
局をはじめ、知事部局等との人事交流を促進する。
４ 教職員人事に関して、職務上知り得た情報の管理を徹底するとともに、職
員団体や教育関係団体等外部からの不当な要請・依頼等については、その趣
旨を問わず、これらを一切受けない。

上記基本方針のもと、平成２１年度の定期人事異動については、次の方針によ
り行うものとする。

第２ 人事異動
１ 校長及び教頭等への登用
⑴ 校長の採用、教頭等の昇任は、市町村立学校にあっては平成２１年度公立
小・中学校校長（教頭）採用候補者名簿に登載された者の中から、県立学
校にあっては平成２１年度県立学校校長（教頭・事務長）採用候補者名簿に
登載された者の中から、それぞれ行う。
⑵ 登用にあたっては、採用候補者名簿の成績上位の者から行うことを原則
とし、次の事項に留意し、適任の者を配置する。
・校長にあっては、学校種毎の経験、各学校毎の課題等
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・教頭にあっては、学校規模、各学校の教科別教員構成等
・事務長にあっては、各学校毎の事務運営上の課題等

２ 新 採 用
⑴ 原則として、平成２１年度大分県公立学校教員採用候補者名簿に登載され
た者の中から採用する。
⑵ 学校規模、地域性等を考慮しながら、全県的視野に立った均衡ある配置
を行う。

３ 転 任
⑴ 市町村立学校
①次のような人事地域内の課題を踏まえ、広域人事を一層推進する。
・年齢、免許等を考慮した教職員構成の適正化
・中学校における教科別教員構成の適正化
・小・中学校における特別支援教育の専門性向上のための教職員の人材
確保と適正配置
・へき地学校における教職員の人材確保と適正配置

⑵ 県立学校
①次のような課題を踏まえ、全県的な視野に立った適正な人事を行う。
・年齢、免許等を考慮した教職員構成の適正化
・教科別教員構成の適正化
・同一校における勤務期間等
②県全体の学校力・教育力を向上するため、普通科系高等学校と専門学科
系高等学校、大規模校と小規模校、全日制高等学校と定時制高等学校・
通信制高等学校の人事交流を、それぞれ推進する。
③高等学校と特別支援学校の人事交流を行うことにより、相互の特別支援
教育の振興及び教職員の専門性の向上を図る。

⑶ 特別支援学校については、小学部・中学部は原則として上記⑴の方針
に、高等部は原則として上記⑵の方針に、それぞれ従う。
⑷ 県立中学校については、市町村立学校からの転入者は原則として上記⑴
の方針に、県立学校からの転入者は原則として上記⑵の方針に、それぞれ
従う。

第３ 退 職
１ 希望退職者の募集等
別に定めるところにより行う。

２ 再雇用制度
教職員定数の範囲内で再任用又は非常勤のポストの活用を図り、再雇用制
度の計画的な運用を図る。
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区
分 種 別 市町村立学校 県 立 学 校

平成２０年 平成２１年 平成２０年 平成２１年

退

職

校 長 ８０ ７６ １７ １８
教 頭 ７ １０ １ １
教 諭 ４０ ５７ ４５（１） ４６（３）
養 護 教 諭 １２ １２ ６ ２
実 習 教 師 ０ ０ １７ １７（３）
事 務 職 員 等 １６ １９ ３２ ２７
栄養教諭・学校栄養職員 ４ ３ １ ０

計 １５９ １７７ １１９ １１１
※（ ）内は再任用で内数

区
分 種 別 市町村立学校 県 立 学 校

平成２０年 平成２１年 平成２０年 平成２１年

転

任

小 学 校 ９７２ ９９９ ０ ０
中 学 校 ５４５ ５２６ ０ ０
特 別 支 援 学 校 ０ ０ １４０ １４２
高 等 学 校 ０ ０ ３７２ ３９９

計 １，５１７ １，５２５ ５１２ ５４１

採

用

校 長 ６９ ６９ １２ １７
副 校 長 ５
教 頭 ６２ ５９ ２０ １６
事 務 長 ０ ０ ２ ７

教諭

小 ４１ ５７ ０ ０
中 ３１ ５１ ０ ０

特 別 支 援 ０ ０ １４ １３
高 ０ ０ ２７ ２５

養 護 教 諭 ２ ３ ２ ３
実 習 教 師 ０ ０ ３ ３
事 務 職 員 等 ３ ２ ４（船員２含む） ０
学 校 栄 養 職 員 １ １ ０ ０
寄 宿 舎 指 導 員 ０ ０

異 動 総 数 １，８０７ １，７６７ ６６５ ６９７
※転任者数は、県立学校から小・中学校への異動者は、県立学校の転任者数に含まない。
※異動総数は、採用の教諭、養護教諭、実習教師、事務職員等、学校栄養職員及び寄宿舎指導員を除く。

市町村立学校・県立学校人事異動状況

３ 教員採用選考試験
平成２１年度教員採用選考試験を次のとおり実施した。
⑴ 期 日
ア 第１次試験（筆記、面接及び実技） 平成２０年７月１９、２０日
イ 第２次試験（面接、模擬授業、適性検査及び実技）平成２０年９月１６～１９日
⑵ 募集の対象
ア 小学校教諭 イ 中学校教諭 ウ 高等学校教諭
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区 分 年度 志 願 者 数 第１次試験
受 験 者 数

第１次試験
合 格 者 数

最 終
合 格 者 数

小 学 校 ２０ ４９６ ４７２ １１７ ４１
２１ ４８４ ４６２ １３７ ４９

中 学 校 ２０ ５７５ ５３７ １００ ３１
２１ ４９５ ４６６ １１１ ４０

高 等 学 校 ２０ ６４４ ５８８ １０１ ２６
２１ ５８８ ５４８ ９０ ２５

特 別 支 援 学 校 ２０ １４０ １３３ ４２ １４
２１ １５２ １４７ ３６ １２

養 護 教 諭 ２０ ６９ ６３ ９ ４
２１ ７４ ７０ １６ ５

特 別 選 考 Ⅰ
（障がい者特別選考）

２０ ２ ２ ０ ０
２１ ２ ２ １ １

特 別 選 考 Ⅱ
（社会人特別選考） ２１ １０ ９ ６ ２

特 別 選 考 Ⅱ
（スポーツ特別選考） ２０ ４２ ４２ １０ ２

計 ２０ １，９６８ １，８３７ ３７９ １１８
２１ １，８０５ １，７０４ ３９７ １３４

エ 特別支援学校教諭 オ 養護教諭
カ 特別選考Ⅰ（障がい者特別選考）……イからエを志望する者で、第１次試験

の実技のうち水泳を免除
キ 特別選考Ⅱ（社会人特別選考）……ア又はイを志望する者で、第１次試験

の教養試験、作文、専門試験及び面接
（集団討論）に代えて、小論文、面接
（個人）を実施

⑶ 試験の方法
ア 第１次試験
○筆記試験（教養、作文、教科専門）
○面接（集団討論）
○実技 ・中の音楽・技術、中高の美術・体育・英語、高校の工業志望者

・水泳…小学校、中学校、特別支援学校、養護教諭志望者
イ 第２次試験
○面接（個人面接）２回実施
○模擬授業
○適性検査
○実技 ・中高の理科・家庭、高校の農業・商業・福祉・養護教諭志望者

・音楽〈ピアノ等〉……小学校志望者
・体育〈マット運動〉…小学校、特別支援学校志望者

⑷ 平成２０年度及び平成２１年度受験者数、合格者数等
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区分
種別

普 通 免 許 状 特 別
免許状

臨 時
免許状

書 換
再交付 合 計専 修 １ 種 ２ 種 計

幼 稚 園 ２ ３９ ２９２ ３３３ ４ ３１ ３６８
小 学 校 ７ １０７ ５２ １６６ ４９ ７２ ２８７
中 学 校 １５ １３６ ５８ ２０９ ４９ ５７ ３１５
高 等 学 校 ３６ ３００ ３３６ ８３ ４７ ４６６
特 別 支 援 学 校 ４ ２３ ９４ １２１ １０ 1 １３２
養 護 学 校 ０ ９ ９
養 護 教 諭 ７ ６ １３ ７ １ ２１
栄 養 教 諭 ２ ８ ２１ ３１ １ ３２
自

立

教
科
等

特別支援学校
（視覚障害者） ０ ０
特別支援学校
（聴覚障害者） ０ ０
自 立 活 動 ０ ０

合 計 ６６ ６２０ ５２３ １，２０９ ０ ２０２ ２１９ １，６３０

区 分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
初任給（円） １９８，０００ １９８，０００ １９７，４００ １９９，７００ １９９，７００

伸び率
（％） △０．６ ０．０ △０．３ １．２ ０．０

（注）教育職給料表㈠、㈡の学歴区分大学の初任給月額を示したもの

区 分 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年

小・中学校
教 育 職

平 均 年 齢
（歳） ４３．０ ４３．５ ４４．１ ４４．６ ４５．２

平均給料月額
（百円） ４，１０８ ４，０８３ ４，０８８ ４，０６５ ４，０５９

高 等 学 校
教 育 職

平 均 年 齢
（歳） ４２．３ ４２．６ ４３．０ ４３．４ ４３．８

平均給料月額
（百円） ４，１３０ ４，１０６ ４，０７５ ４，０５０ ４，０４５

（注）職員の給与に関する勧告（大分県人事委員会）資料により作成
給料には「給料の調整額」、「教職調整額」及び「切替に伴う差額」を含む

第２節 教育職員の免許

１ 免許状の授与
平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までに授与した免許状の種類別件数は
次のとおりである。
教育職員免許状授与等件数

第３節 教職員給与の概要

１ 初任給月額の推移

２ 教員給与の実態等推移
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改定事項 改 正 内 容 改 定 前 改 定 後 適用年月日 備 考

１ 地域手当 支給割合の改定
東京
大阪
福岡

１４．５％
１１．０％
７．０％

１６．０％
１３．０％
９．０％

Ｈ２０．４．１ 給与条例第１３条の
２

改定事項 改 正 内 容 改 定 前 改 定 後 適用年月日 備 考

１ 給料表 教育職㈠、㈡に主幹教諭及び指導教諭に適用される
特２級を新設

Ｈ２１．４．１ 給与条例第６条

２ 義務教育
等教員特
別手当

義務教育等教員特別手当の支給額の改定 Ｈ２１．１．１ 給与条例第２３条の
３

３ 通勤手当 自動車等使用者
の通勤手当支給
額の改定

Ｈ２１．１．１ 給与条例第１３条の
６

４ 特殊勤務
手当

⑴災害時緊急業
務手当（災害
時）支給額改
正

３，２００円 ６，４００円 Ｈ２１．１．１ 給与条例第１４条

⑵災害時緊急業
務 手 当（疾
病・補導時）
支給額改正

３，０００円 ６，０００円 H２１．１．１ 給与条例第１４条

⑶修学旅行等引
率指導業務手
当支給額改正

２，０００円 ３，７００円 H２０．１０．１ 給与条例第１４条

⑷対外運動競技
等引率指導業
務手当支給額
改正

１，７００円 ３，４００円 H２１．１．１ 給与条例第１４条

以上
未満 支給額

２～４ ２，３００円
４～７ ４，３００円
７～１０ ６，８００円
１０～１５ ９，４００円
１５～２０ １２，８００円
２０～２５ １６，１００円
２５～３０ １９，７００円
３０～３５ ２３，０００円
３５～４０ ２６，０００円
４０～４５ ２８，３００円
４５～５０ ３０，６００円
５０～５５ ３３，６００円
５５～６０ ３６，７００円
６０～６５ ３９，７００円
６５～７０ ４４，０００円
７０～７５ ４８，２００円
７５～８０ ５１，２００円
８０～８５ ５４，１００円
８５以上 ５５，０００円

以上
未満 支給額

２～４ ２，４００円
４～７ ４，４００円
７～１０ ６，９００円
１０～１５ ９，５００円
１５～２０ １２，９００円
２０～２５ １６，３００円
２５～３０ １９，９００円
３０～３５ ２３，２００円
３５～４０ ２６，２００円
４０～４５ ２８，７００円
４５～５０ ３１，２００円
５０～５５ ３４，４００円
５５～６０ ３７，５００円
６０～６５ ４０，６００円
６５～７０ ４４，６００円
７０～７５ ４８，６００円
７５～８０ ５１，６００円
８０～８５ ５４，５００円
８５以上 ５５，０００円

３ 平成２０年度給与改定の概要
⑴ 平成１９年度給与改定の概要（平成２０年度適用分）

⑵ 平成２０年度給与改定の概要
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改定事項 改 正 内 容 改 定 前 改 定 後 適用年月日 備 考

⑸部活動手当支
給額改正
２時間～４時間
４時間～６時間
６時間～

６００円
１，２００円
１，７００円

１，２００円
２，４００円
３，４００円

H２１．１．１ 給与条例第１４条

５地域手当 支給割合の改定
東京
大阪
福岡

１６．０％
１３．０％
９．０％

１７．０％
１４．０％
１０．０％

H２１．４．１ 給与条例第１３条の
２

区 分 支 給 人 員 支 給 総 額

小 学 校 １４１人 ３，５０５，８２４，６１８円

中 学 校 ６０ １，３３０，８８５，１０５

高 等 学 校 ７９ ２，１３０，７６７，６４１

特 別 支 援 学 校 ２５ ６６８，７４８，３０１

計 ３０５ ７，６３６，２２５，６６５

４ 平成２０年度中の退職手当支給状況


